
労働移動支援助成金（再就職支援奨励金）の概要 

＜概要＞ 

○ 事業規模の縮小等（リストラ）を行う企業は、離職者に対して再就職の援助を行う 
 努力義務がある（雇用対策法第6条）。 

○ 「労働移動支援助成金（再就職支援奨励金）」は、その再就職の援助を職業紹介 
 会社に委託して行った場合の委託経費の一部を助成するもの。 

○ 事業規模の縮小等（リストラ）によって離職を余儀なくされる者の再就職促進が目的。 

※離職後6カ月（45歳以上 
 は9カ月）以内に雇用保険 
 一般被保険者として再就 
 職することが支給要件 

⑤再就職の 
 援助を実施 
 
・カウンセリング 
・求人開拓 
・就職支援セミナー 
・職業紹介 

⑥再就職実現 

事業規模の縮小等（リストラ）
を行う企業 

労働局 再就職支援会社 

支
給 

委
託 

②離職者の氏名と再就職の援助 
 の内容を記載した「再就職援助 
 計画」を作成し、 
 労働組合（注）の同意を得た上 
 で、ハローワークへ提出 

①希望退職募集・勧奨退職・ 
 解雇通告により離職者決定 

③再就職の援助を職業紹介会 
 社へ委託 

支
給 

④委託開始分 
 の支給 

⑦再就職実現 
 分の支給 

※助成金の利用促進 
 を目的としたもの 

（注） 労働組合がない場合は、  
 労働者の過半数を代表する者 

＜平成２８年度からの不支給要件（要領改正事項）＞ 

○ 事業主が、再就職支援サービスを委託した再就職支援会社から退職コン
サルティングを受けていたか否かを確認し、該当すれば申請全体を支給対象
外とする。 

○ 本人確認欄において、①従来から行っていた再就職支援会社から直接退
職勧奨を受けていた場合の確認に加え、②事業主から退職強要を受けたと感
じた場合についても確認し、該当者について支給対象外とする。 
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